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（単位：千円）

資産の部

Ⅰ固定資産

1　有形固定資産

土地 249,724,830         

建物 91,660,474          

建物減価償却累計額 △29,954,962       

建物減損損失累計額 △65,578             61,639,933          

構築物 8,047,954            

構築物減価償却累計額 △4,070,786         

構築物減損損失累計額 △14,174             3,962,993            

機械装置 76,834                

機械装置減価償却累計額 △51,322             25,512                

工具器具備品 36,813,480          

工具器具備品減価償却累計額 △23,011,205       13,802,274          

図書 9,776,621            

美術品・収蔵品 874,271              

船舶 30,129                

船舶減価償却累計額 △25,608             4,521                  

車両運搬具 114,742              

車両運搬具減価償却累計額 △80,212             34,530                

建設仮勘定 1,634,936            

その他の有形固定資産 13,205                

その他の有形固定資産減価償却累計額 △966                 12,239                

有形固定資産合計 341,492,658         

2　無形固定資産

商標権 3,748                  

特許権 66,860                

借地権 235,000              

電気施設利用権 37,721                

ソフトウェア 130,203              

電話加入権 8,549                  

特許権仮勘定 256,055              

その他の仮勘定 928                    

その他の無形固定資産 16,579                

無形固定資産合計 755,642              

3　投資その他の資産

投資有価証券 1,398,172            

破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権 20,198                

貸倒引当金 △20,198             －                     

長期未収附属病院収入 144,443              

徴収不能引当金 △144,443           －                     

その他の投資等 10,480                

投資その他の資産合計 1,408,652            

固定資産合計 343,656,953         

Ⅱ流動資産

現金及び預金 18,045,457          

未収学生納付金収入 162,460              

未収附属病院収入 3,773,521            

徴収不能引当金 △19,184             3,754,337            

未収金 1,435,581            

有価証券 1,499,619            

たな卸資産 34,280                

医薬品及び診療材料 269,455              

前払費用 67,052                

未収収益 14,048                

その他の流動資産 2,665                  

流動資産合計 25,284,955          

資産合計 368,941,908         

貸     借     対     照     表
（平成23年3月31日現在）

- 1 -



負債の部

Ⅰ固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金等 6,937,565            

資産見返補助金等 2,844,682            

資産見返寄附金 2,382,240            

資産見返物品受贈額 8,737,984            

建設仮勘定見返運営費交付金 346,215              

建設仮勘定見返施設費 1,308,623            

建設仮勘定見返補助金 37,980                

建設仮勘定見返寄附金 564                    22,595,853          

国立大学財務・経営センター債務負担金 3,362,335            

長期借入金 33,314,473          

長期リース債務 2,177,713            

長期ＰＦＩ債務 1,309,406            

退職給付引当金 153,669              

資産除去債務 156,804              

固定負債合計 63,070,253          

Ⅱ流動負債

運営費交付金債務 2,806,517            

預り補助金等 440,317              

寄附金債務 3,469,750            

前受受託研究費等 556,856              

前受受託事業費等 145,607              

前受金 9,155                  

預り科学研究費補助金等 474,242              

預り金 707,512              

一年以内返済予定国立大学財務・経営センター債務負担金 610,478              

一年以内返済予定長期借入金 3,984,087            

リース債務 1,364,252            

ＰＦＩ債務 180,423              

未払金 11,154,211          

未払費用 703,203              

未払消費税等 5,418                  

賞与引当金 386,210              

資産除去債務 41,943                

流動負債合計 27,040,180          

負債合計 90,110,433          

純資産の部

Ⅰ資本金

政府出資金 232,964,303         

資本金合計 232,964,303         

Ⅱ資本剰余金

資本剰余金 69,277,402          

損益外減価償却累計額 （△） △30,745,884       

損益外減損損失累計額 （△） △79,753             

損益外利息費用累計額 （△） △13,975             

資本剰余金合計 38,437,790          

Ⅲ利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 5,395,919            

当期未処分利益 2,033,463            

（うち当期総利益 2,033,463            ）

利益剰余金合計 7,429,382            

純資産合計 278,831,475         

負債純資産合計 368,941,908         
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（単位：千円）

経常費用

業務費

教育経費             5,914,817

研究経費             7,163,640

診療経費

材料費 7,815,304            

委託費 1,657,045            

設備関係費 2,447,455            

研修費 242                    

経費 1,357,636                       13,277,683

教育研究支援経費             2,154,356

受託研究費等             3,096,381

受託事業費等                641,790

役員人件費                215,614

教員人件費

常勤教員給与 23,452,126           

非常勤教員給与 811,818                          24,263,944

職員人件費

常勤職員給与 13,800,466           

非常勤職員給与 2,616,165                       16,416,631 73,144,854           

一般管理費 2,566,584            

財務費用

支払利息             1,047,029

雑損 28,405                

経常費用合計 76,786,873           

経常収益

運営費交付金収益 34,659,195           

授業料収益 8,334,184            

入学金収益 1,349,219            

検定料収益 328,339               

附属病院収益 21,480,044           

受託研究等収益

国又は地方公共団体 1,425,029            

その他 2,164,796            3,589,826            

受託事業等収益

国又は地方公共団体 155,422               

その他 520,695               676,117               

施設費収益 287,206               

補助金等収益 1,839,756            

寄附金収益 1,125,442            

資産見返負債戻入

資産見返運営費交付金等戻入 1,379,897            

資産見返補助金等戻入 481,361               

資産見返寄附金戻入 666,631               

資産見返物品受贈額戻入 72,760                2,600,650            

財務収益

受取利息 22,339                

有価証券利息 27,825                

為替差益 13                      50,178                

（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

損     益     計     算     書
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雑益

公開講座収入 11,692                

財産貸付料収入 148,529               

学生寄宿舎収入 315,505               

職員宿舎料収入 228,442               

文献複写料収入 5,326                  

研究関連収入 760,945               

徴収不能引当金戻入 13,996                

その他の雑益 733,557               2,217,991            

経常収益合計 78,538,147           

経常利益 1,751,274            

臨時損失

固定資産除却損 145,301               

災害損失 10,530                

その他の臨時損失 64,686                220,517               

臨時利益

資産見返運営費交付金等戻入 5,162                  

資産見返寄附金戻入 15,067                

資産見返物品受贈額戻入 796                    

リース債務免除益 119,399               140,423               

当期純利益 1,671,181            

前中期目標期間繰越積立金取崩額 362,282               

当期総利益 2,033,463            
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

   教育研究業務支出 △14,556,668            

   診療業務支出 △11,395,087            

   人件費支出 △41,697,302            

   その他の業務支出 △2,840,752              

   運営費交付金収入 42,846,818               

   授業料収入 8,252,334                 

   入学金収入 1,325,124                 

   検定料収入 328,339                    

   附属病院収入 21,095,013               

   受託研究等収入 3,722,909                 

   受託事業等収入 793,023                    

   補助金等収入 2,392,159                 

   寄附金収入 1,442,344                 

   その他の業務収入 2,225,783                 

   預り金の増加 503,054                    

               小計 14,437,092               

   国庫納付金の支払額 △2,356,005              

業務活動によるキャッシュ・フロー 12,081,087               

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有価証券の取得による支出 △25,331,514            

   有価証券の償還による収入 24,632,000               

   有形固定資産の取得による支出 △11,576,103            

   無形固定資産の取得による支出 △142,449                

   定期預金の預入による支出 △22,640,000            

   定期預金の払戻による収入 22,820,000               

   施設費による収入 4,172,123                 

   施設費の精算による返還金の支出 △187,679                

   その他の投資支出 △5                         

              小計 △8,253,627              

   利息及び配当金の受取額 55,271                     

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,198,356              

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   国立大学財務・経営センター債務負担金の返済による支出 △632,650                

   長期借入金の返済による支出 △3,967,095              

   リース債務の返済による支出 △1,362,348              

   ＰＦＩ債務の返済による支出 △175,286                

               小計 △6,137,379              

   利息の支払額 △1,231,584              

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,368,963              

Ⅳ 資金に係る換算差額 △472                      

Ⅴ 資金増加額 △3,486,704              

Ⅵ 資金期首残高 15,032,161               

Ⅶ 資金期末残高 11,545,457               

キャッシュ・フロー計算書
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
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利益の処分に関する書類（案）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 2,033,462,725

当期総利益 2,033,462,725

Ⅱ　利益処分額

積立金 901,629,823

国立大学法人法第35条において準用する独立行政
法人通則法第44条第３項により文部科学大臣の承
認を受けようとする額

1,131,832,902

(教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるものである)

2,033,462,725 2,033,462,725
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（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1)損益計算書上の費用

業務費 73,144,854         

一般管理費 2,566,584          

財務費用 1,047,029          

雑損 28,405             

臨時損失 220,517            77,007,390         

(2)（控除）自己収入等

授業料収益 △8,334,184        

入学金収益 △1,349,219        

検定料収益 △328,339          

附属病院収益 △21,480,044       

受託研究等収益 △3,589,826        

受託事業等収益 △676,117          

寄附金収益 △1,125,442        

資産見返運営費交付金等戻入(授業料分) △28,781           

資産見返寄附金戻入 △666,631          

財務収益 △50,178           

雑益 △1,457,047        

臨時利益 △134,466          △39,220,274       

 業務費用合計 37,787,116         

Ⅱ 損益外減価償却相当額 4,129,810          

Ⅲ 損益外減損損失相当額 －                

Ⅳ 損益外利息費用相当額 13,975             

Ⅴ 損益外除売却差額相当額 18,582             

Ⅵ 引当外賞与増加見積額 △28,851           

Ⅶ 引当外退職給付増加見積額 682,528            

Ⅷ 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額された
使用料による貸借取引の機会費用

262,494            

政府出資等の機会費用 3,347,666          3,610,159          

Ⅸ 国立大学法人等業務実施コスト（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ＋Ⅴ＋Ⅵ＋Ⅶ＋Ⅷ） 46,213,320         

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成22年4月1日～平成23年3月31日）
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注  記  事  項 

 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

（１）運営費交付金収益 

原則として、期間進行基準を採用している。 

なお、退職一時金については費用進行基準を、プロジェクト事業に充当される運営費交付

金の一部については業務達成基準を、「特別経費」「特殊要因経費」に充当される運営費交

付金の一部については文部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用し

ている。 

追加情報 

当事業年度から新たなプロジェクト事業を立ち上げたことにより、運営費交付金の一部に

ついて業務達成基準を採用している。 

 

（２）授業料収益 

   期間進行基準を採用している。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用している。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数は

以下のとおりである。 

建物        2～50 年 

構築物       2～60 年 

工具器具備品    2～20 年 

船舶        2～ 5 年 

車両運搬具     2～ 7 年 

なお、受託研究収入により購入した償却資産については、当該受託研究期間を耐用年数と

している。 

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第 84）及び資産除去債務に対応する特定の

除去費用等（国立大学法人会計基準第 89）の減価償却相当額については、損益外減価償却累

計額として資本剰余金から控除して表示している。 

 

（２）無形固定資産 

定額法を採用している。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能期間（5

年）に基づいている。 

 

３．引当金等の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   一部の教員及び病院教職員の退職給付の支給に備え、当該教職員の当期末自己都合要支給

額にて引当金を計上している。 

その他の教職員の退職給付については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退

職給付に係る引当金は計上していない。 

   なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準

第86第4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上してい

る。 

- 8 -



（２）徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込額を

計上している。 

 

（３）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

   一部の教職員及び病院教職員の賞与については、翌期の支給に備え、当該教職員の賞与支   

給見込額のうち当期の負担額を計上している。 

その他の教職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に

係る引当金は計上していない。 

なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当期末の

引当外賞与見積額から前期末の同見積額を控除した額を計上している。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的債券については、償却原価法（定額法）を採用している。 

 

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

た な 卸 資 産 ： 移動平均法による低価法 

医薬品及び診療材料 ： 移動平均法による低価法。なお、移動平均法による計算が 

可能な物流システムが完成するまでの間、最終仕入原価法 

 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理している。 

 

７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

原則として、近隣の地代や賃借料を参考に計算している。一部については、国立大学法人

会計基準に定める合理的な仮定計算によっている。 

 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 23年 3 月末利回りを参考に 1.255％で計算している。 

 

８．リース取引の会計処理 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっている。 
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（重要な会計方針の変更） 

当事業年度より「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法 

人会計基準等検討会議 平成 23年 1月 14 日）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学

法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成 23年 2月 15

日最終改訂）を適用している。この変更に基づく影響は、該当する注記事項（業務実施コスト

計算書関係、資産除去債務関係）に記載している。 

 

（貸借対照表関係） 

１．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額          32,013,251 千円 

 

２．運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額           2,178,401 千円 

 

３．債務保証の総額                          3,972,813 千円 

  （対応する債務 国立大学財務・経営センター債務負担金          3,972,813 千円） 

 

４．担保提供資産 

（１）長期借入金（用地購入資金借入金）36,878,500 千円（長期借入金 32,915,650 千円、一 

年以内返済予定長期借入金 3,962,850 千円）について、以下の内容の覚書を当該借入金の 

債権者と締結している。 

  ①当該債権者が書面により事前に承諾しない限り、他の債務の担保のため、大学の資産につ 

いて担保提供を行わない。 

  ②当該債権者が書面により事前に承諾しない限り、地上権、賃借権等の第三者の権利設定、 

売却等の第三者への権利移転を行わない。 

  ③債務の履行が懸念されることとなった場合、当該債権者からの請求により、当該債権者が 

指定する大学の敷地・建物等について、担保提供する。 

 

（２）長期借入金（国立大学財務・経営センター借入金）420,060 千円（長期借入金 398,823 千

円、一年以内返済予定長期借入金 21,237 千円）について、当該借入金の債権者と抵当権 

設定契約を締結している。 

①担保に供した土地の簿価    5,016,692 千円 

②これに対応する借入金の額     420,060 千円 

 

５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合 

いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計          5,780,741 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計       4,476,719 千円 

利益余剰金に与える影響額（差引き）             1,304,021 千円 

 

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見 

返物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの 

    法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が 

診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計 723,252 千円 

 

（３）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、

国からの出資でなく譲与としたことによるもの            382,943 千円 
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（４）国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料につ 

いて、国からの出資でなく譲与としたことによるもの         228,605 千円 

2,638,821 千円 

（損益計算書関係） 

１．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

（１）国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合 

いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 

附属病院に関する借入金の元金償還額              636,895 千円 

当該借入金により取得した資産の減価償却費           446,970 千円 

当期総利益に与える影響額（差引き）              189,925 千円 

 

（２）国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見 

返物品受贈額戻入が二重になっていることによるもの 

    法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が 

診療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額      9,302 千円 

199,227 千円 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

現金及び預金          18,045,457 千円 

うち、定期預金       △6,500,000 千円 

資金期末残高         11,545,457 千円 

 

２．重要な非資金取引 

（１）重要な資産除去債務の計上 

資産除去債務          198,748 千円 

 

（２）現物寄附による資産等の取得 

        構築物                1,100 千円 

    工具器具備品                  363,257 千円 

    図書                  12,291 千円 

美術品・収蔵品                120,510 千円 

      計                497,158 千円 

 

（３）ファイナンス・リースによる資産の取得 

    工具器具備品             464,941 千円 

       計               464,941 千円 

 

３．その他の事項 

（１）教育研究業務支出は、教育・研究に関する支出である。 

 

（２）診療業務支出は、診療経費に関する支出である。 

 

（３）その他の業務支出は、主として一般管理費の支出である。 
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（業務実施コスト計算書関係） 

１．国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

原則として、近隣の地代や賃借料を参考に計算している。一部については、国立大学法人

会計基準に定める合理的な仮定計算によっている。 

 

２．政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の平成 23年 3 月末利回りを参考に 1.255％で計算している。 

 

３．引当外退職給付増加見積額 

国又は地方公共団体からの出向職員に係る者は、37 名、17,104 千円である。 

 

重要な会計方針の変更 

当事業年度より、従来「損益外固定資産除去相当額」に計上していた特定償却資産の除却

損については、「損益外除売却差額相当額」の区分に計上している。 

これによる国立大学法人等業務実施コストに与える影響はない。 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

本学は、資金運用については預金、国債、及び政府保証債に限定し、資金調達については

国立大学財務・経営センター及び民間銀行からの借入れによっている。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第 35条が準用する独立行政法人通則法第 47 条の 

規定に基づき、国債のみを保有しており株式等は保有していない。 

また、未収附属病院収入は、債権管理細則に沿ってリスク管理を行っている。 

国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金及 

び用地購入資金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施している。 

  リース債務は、主に附属病院の診療機器に係るものであり、ＰＦＩ債務は、「筑波大学生

命科学動物資源センター施設整備等事業」に係るものである。 

  未払金は、主に業務費、一般管理費及び固定資産の取得に係るものである。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。 

（単位：千円） 

  貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額 

(1)投資有価証券及び有価証券 

   満期保有目的の債券 
2,897,792 3,221,720 323,928

(2)現金及び預金 18,045,457 18,045,457 －

(3)未収附属病院収入 3,917,964  

      徴収不能引当金(*2) △144,443  

3,773,521 3,773,521 －

(4)国立大学財務・経営センター 

債務負担金 
(3,972,813) (4,369,311) 396,499

(5)長期借入金 (37,298,560) (38,444,198) 1,145,638

(6)リース債務 (3,541,964) (3,677,453) 135,489

(7)PFI 債務 (1,489,828) (1,507,416) 17,588

(8)未払金 (11,154,211) (11,154,211)  －

 (*1) 負債に計上されているものについては、（ ）で示している。 
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(*2) 未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除している。 

 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）投資有価証券及び有価証券 

これらのうち国債については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ

ている。また、譲渡性預金については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

（２）現金及び預金、並びに（３）未収附属病院収入 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっている。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権等については、担保又は保証

による回収見込額等により、時価を算定している。 

（４）国立大学財務・経営センター債務負担金、（５）長期借入金、（６）リース債務及び（７）

ＰＦＩ債務 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入、リース、ＰＦＩ取引を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定している。 

（８）未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

いる。 

 

（減損関係） 

１．減損の兆候 

（１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

 

記号 用途 種類 帳簿価額 場所 

a 職員宿舎用地 土地 276,000 千円 東京都世田谷区代沢 

b 職員宿舎 建物 96,037 千円 計 

96,197 千円

茨城県つくば市並木 

構築物 160 千円

c ﾚｼﾞﾃﾞﾝﾄ宿泊施設 建物 157,403 千円 計 

158,638 千円

茨城県つくば市天久保

構築物 1,235 千円

d 看護師宿舎 建物 53,753 千円 計 

54,300 千円

茨城県つくば市天久保

構築物 547 千円

e 学生宿舎（単身） 建物 188,279 千円 計 

189,667 千円

茨城県つくば市天王台

構築物 1,388 千円

f 学生宿舎（世帯） 建物 115,258 千円 計 

115,450 千円

茨城県つくば市天王台

構築物 192 千円

合     計 890,252 千円  

 

（２）認められた減損の兆候の概要 

①a の職員宿舎用地については、東京地区における職員宿舎のための用地であるが、同宿舎

は入居希望者がなく、平成 19年 4月に全室空室となったため、減損の兆候が認められた。 

②b の職員宿舎については、近隣の住宅事情の変化等に伴い本学職員の入居希望が減少し、

利用率が低下したため、減損の兆候が認められた。 

③c のレジデント宿泊施設については、新棟の完成に伴い、新規採用者の利用希望が減少し、

利用率が低下したため、減損の兆候が認められた。 

④d の看護師宿舎については、入居者の退職及び結婚等に伴い退去したことから、利用率が

低下したため、減損の兆候が認められた。 

⑤e の学生宿舎については、2 学期以降の私費留学生受け入れのための宿舎として 4 月から 7
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月まで期間限定で入居募集を行ったが、入居希望者が少なかったことから利用率が低下し

たため、減損の兆候が認められた。 

⑥f の学生宿舎については、平成 21 年度リニューアル改修工事において二人部屋から世帯用

に改修したが、入居募集時点で宿舎料が未定であったことにより、入居希望者が定員を下

回り、利用率が低下したため、減損の兆候が認められた。 

 

（３）減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該資

産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由 

   

建物と構築物については、建物と補完的な関係を有する構築物（屋外設備）であることか

ら、一体としてサービスを提供するものと認められたため、減損の判定にあたっては一体

として行っている。 

 

（４）減損の認識に至らなかった理由 

①a の職員宿舎用地については、土地の時価が帳簿価格を上回っていることから、減損の認

識に至らなかった。 

②b の職員宿舎については、平成 20年度からの筑波地区公務員宿舎の廃止計画に伴い、廃止

予定公務員宿舎に入居中の本学職員の移転先として使用稼働が確実に見込まれており、当

該資産がその使用目的に従った機能を現に有していることから、減損の認識に至らなかっ

た。 

③c のレジデント宿泊施設については、卒後臨床研修医の増員を図るための措置として、総

合臨床教育センター部長を中心にマッチング活動を積極的に推進した結果、大幅増員が確

定しており、利用率の向上が確実であるため、減損の認識に至らなかった。 

    ④d の看護師宿舎については、7対 1看護体系を維持するために、看護部長を中心に県内外に

おける就職説明会への出席、関係機関等への協力依頼及び看護セミナーの実施等を行った

ことにより、看護師の大幅増員がほぼ確定していることから、利用率の向上が確実である

ため、減損の認識に至らなかった。 

  ⑤e の学生宿舎については、今年度までは、7棟全てを留学生のために確保していたが、需要

に基づき対象者を見直し、平成 23 年度より 7棟のうち 2 棟は在学生も対象として受け入れ

ることとしたため、将来の利用率の向上が確実となり、減損の認識に至らなかった。 

  ⑥f の学生宿舎については、留学生数が増加したこと、及び世帯用宿舎として定着したこと

から、利用率の向上が確実であるため、減損の認識に至らなかった。 

 

（資産除去債務関係） 

１．資産除去債務の概要 

石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、放射性同位元素等による放

射線障害の防止に関する法律の規定に基づく放射性同位元素等を使用している工具器具備品の

放射線の除去義務及び建物の賃貸借契約等に伴う原状回復義務である。 

 

２．資産除却債務の金額の算定方法 

  使用見込期間を取得から 2年～26年と見積もり、割引率は、0.163％～2.254％を使用して資

産除去債務の金額を計算している。 

 

３．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

  

期首残高（注） 196,559 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 －円 
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時の経過による調整額   2,189 千円

資産除去債務の履行による減少額 －円

その他増減額（△は減少） －円

期末残高 198,748 千円

 

重要な会計方針の変更 

当事業年度より、資産除去債務に係る会計処理を適用したことにより、経常利益は 193 千

円減少し、当期純利益及び当期総利益は 64,736千円減少している。また、資本剰余金は 81,264

千円（損益外減価償却累計額 67,288 千円、損益外利息費用累計額 13,975 千円）減少してい

る。 

 

（注）重要な会計方針の変更により、期首時点における資産除去債務の残高を計上している。 

 

（賃貸等不動産関係） 

本学は筑波地区に附属病院患者用駐車場及び学生宿舎等を有している。これらの賃貸等不動

産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

28,232,136 445,874 28,678,010 25,843,464

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額

である。 

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりである。 

取得等による増加（附属病院患者用駐車場ほか 3箇所）      782,252 千円 

減価償却等による減少                      336,378 千円 

（注３）当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて本学で算定した金額（指

標等を用いて調整を行ったものを含む。）である。 

 

また、賃貸等不動産に関する平成22年度における収益及び費用等の状況は次のとおりである。 

 

（単位：千円） 

賃貸収益 賃貸費用 
その他 

（売却損益等） 

370,670
432,859

（うち、損益外減価償却相当額 307,918）
0  

 

（重要な債務負担行為） 

１．ＰＦＩ事業である「筑波大学生命科学動物資源センター施設整備等事業」に関する維持管理

費相当分 724,293 千円 

 

２．ＰＦＩ事業である「筑波大学附属病院再開発に係る施設整備等事業」に関する病院運営支援

費、維持管理費等 77,522,193 千円、施設整備費 33,450,926 千円（元本相当額）  

 

３.「筑波大学大塚地区校舎棟新営工事」に関する翌事業年度以降支払額 1,514,368 千円 
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（東日本大震災関係） 

１．東日本大震災により損壊した施設及び備品等の一部を当該年度内で修繕が完了した経費につ

いては、臨時損失に災害損失（10,530 千円）として計上している。 

  また、翌年度以降に修繕等が必要になるため、文部科学省へ当該施設及び備品等の復旧に必

要な予算の要求を行っている。 

 

２．東日本大震災により予定されていた業務が実施されていないと明らかに認められる場合で、

かつ、翌年度において当該業務を実施する必要が明らかである場合、業務に必要な経費は、

運営費交付金の繰り越し処置を行っている。そのため、運営費交付金債務の一部（611,783

千円）については、当事業年度において収益化せず、翌事業年度へ繰り越している。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はない。 

 

（千円単位の金額の表示について） 

各々の計数を表示単位未満で四捨五入しているため、合計額と符合しない場合がある。 

ただし、「利益の処分に関する書類（案）」については円単位で表示している。 
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